0612憲法B班

旭川学テ事件
1.事件概要

　A中学校での学力テストの実施を阻止しようとした中学教師Xら(学テ反対派)が、校舎内に侵入して、Y校長に対して暴行を加えて非難抗議を行い、さらに学テ実施の見回りをしようとする校長に対して、その行動を暴行等によって妨害したことから、公務執行妨害罪、建造物侵入罪、暴行罪に問われた。
　第一審判決は、建造物侵入罪。共同暴行罪は認めたが、本件学テは違法かつその程度が重大であるとして公務執行妨害罪の成立は認められなかった。控訴審も「学力調査が実質的、手続的に違法なものであり、この違法の程度が重大なものである」ことを明らかにした上で、「本件学力調査は適法な公務の執行とは認められない」として検察側の控訴を棄却した。そしてXら並びに検察側は共に上告した。

2.判決要旨【最大判昭和51年5月21日刑集30巻5号615頁】

　憲法23条の保障する学問の自由は、単に学問研究の自由だけでなく、その結果を教授する自由をも含むとして、教師の一定範囲内における教授の自由を肯定したが、子どもには教授の内容の批判能力をなく、学校や教師を選択する余地のないことを鑑みれば、「普通教育における教師の完全な教授の自由を認めることは到底できない」とした。さらに、親について、親は主として家庭教育など学校教育外における教育や学校選択の自由を有すると認められる、とした。つまり、教師と親は、それぞれ一定の範囲内において教授の自由、教育の自由が肯定されると考えたのである。そして、それ以外の領域においては、「一般に社会公共的な問題について国民全体の意思を組織的に決定、実現すべき立場にある国」が、教育内容について決定するとした。
　以上に述べる精神に則ると、本件学力調査の実施は適切な公務の執行であり、本件で問題とされるXらの行為は公務執行妨害を構成すると解するのが相当である、という判断を下した。

　本事例は学力テストの適法性が争われたものであるが、最大の論点は教育内容の決定権が、国と親(あるいは教師)どちらにあるのかというものである。
　本判決はどちらの立場も採らなかったが、憲法23条「学問の自由」並びに26条「教育を受ける権利」から、国、教師、親の子どもの教育に対して果たすべき責務を示した点で画期的なものであった。

3.学説

　・国家の教育権説
　　国民全体の教育意思は憲法の採用する議会制民主主義の下においては、国会の法律制定を通じて具体化されるべきものであるから、法律は、当然に、公教育における教育の内容及び方法についても包括的にこれを定めることができ、また、教育行政機関も、法律の授権に基づく限り、これらの事項について決定権限を有するとする。
　・国民の教育権説

　　子どもの教育は、憲法26条の保障する子どもの教育を受ける権利に対する責務として行われるべきもので、このような責務を担う者は、親を中心とする国民全体であり、公教育としての子どもの教育は、いわば親の教育義務の共同化ともいうべき性格をもつのであって、教育の実施に当たる教師が、その教育専門家としての立場から、国民全体に対して教育的、文化的責任を負うような形でその内容及び方法を決定、遂行すべきとする。
4.私見

　学テが否定される根底にあるのは、学テの実行が点数至上主義に繋がり、本来あるべき教育を妨げ、結果的に教師の教授の自由を侵害するというものである。しかしながら、学テを行うことで教師の教育の自由が侵害されるのか疑問である。学テは年一度しか実施されず、その影響は極めて限定的なものであり、教師には十分な教授の自由が保障されていると思われる。
また、教育権が誰に属するのかという点については、判例における、親と教師に限定的な教授の自由を認め、その隙間を国が埋めるという折衷的教育権に同意である。国の教育権説も国民の教育権説も、国と教師、どちらか一方にしか教育権を認めないという偏ったものであり、どちらも子どもの教育を受ける権利、学習権を実現する適切な教育を行うことが困難になると考えるためである。
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